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はじめに

　マクロ経済学がケインズによって創始された、という説を全面的に信じる学説史家はもはやいないであろうが、ケインズ革命の大きな影響力に関しては未だに多くの人々が信じているだろう。確かにケインズ革命は政策や経済学者集団の配置に影響は与えたが、その理論的なポイントがどこにあるかについては、近年の学史研究によって、必ずしも自明ではないことが明らかにされつつある。

　本動向では、ケインズ革命が何であったかという考察から始め、ケインズがその理論を構築する過程で、マクロ経済学の中心問題が成長から循環へと曲げられたことを明らかにする。また、循環のファクターとして多かれ少なかれ取り上げられたのは貨幣の問題であった。したがって、循環の問題と貨幣の問題がリンクしながら歴史のなかで変遷していくことも見ることになる。
　しかし、ケインズがその理論を構築する時期に先立って、ラムゼーはケインズに近いところで新しい成長モデルを完成していた。循環の問題と並んで成長の問題が常に、マクロ経済学の背景のテーマとしては置かれていたのである。

　戦後はIS－LMモデルを中心にする循環の問題が議論の中心となっていた。「新古典派総合」の経済学はアメリカ・ケインジアンの基本的な姿勢として維持されて続けた。しかし、アメリカ・ケインジアンの中心にあって、ソローは新古典派成長理論を構築する。それは、ハロッド＝ドマーの理論に想を得たものであった。また、ポストケインジアンの基本的な姿勢は、ケインズの『一般理論』を一般化するということであるが、その重要な一面としてケインズ理論の長期化を目標としている。すなわち、その一環でもあったハロッドの議論は、ケインズ革命の理論的に最も重要な影響である、循環への集中を成長の方向に引き戻す根源的な端緒でもあったのである。
　サムエルソンとともにソローに近いところで研究を行っていたクープマンスは、キャスや宇澤と同時に最適成長モデルを再発見する。それはラムゼーのモデルと同型のものであった。

　これらの研究と時期的に重なって、トービンは成長の理論に取り組んでいた。トービンはq理論として投資の理論に彫琢を加えていたが、その理論はルーカスによって完成された投資の調整費用を伴う新古典派投資理論と同型のものだった。
　トービンはマネタリストのフリードマンと激しい論戦を繰り広げたが、フリードマンの理論は貨幣の問題に関心を集中させることで、貨幣というファクターが循環と深く結びついていることを明らかにした。

　トービンもルーカスもともに、マクロ経済学の一般均衡論的基礎を追求するという点で軌を一にしていた。しかし、トービンの議論ではリスクの存在とそれに伴う貨幣需要が重要な役割を果たしている。それに対して、合理的期待形成をミュースから導入したルーカスの場合、こうしたリスク・ファクターが存在しない。
　期待の問題は、IS－LMモデルの動学化の過程でフィリップス・カーブが導入されたことで現代に復活した。しかし、それはケインズにとって確率研究時代以来の課題であったし、これに伴うやり取りのなかで、ラムジーは主観確率論を生み出したのであった。リスク・ファクターを強く考慮するケインズの期待形成理論とは一定の差異を持ちつつも、ルーカスらのマクロ合理的期待理論は、ケインズのそれと類似したものであった。そして、合理的期待の導入は、貨幣によって引き起こされる循環を最適化された状況では起こりえないものとして排除するとともに、成長をマクロ経済学の中心的な問題として復活させる露払いとなるものであった。

　アメリカ・ケインジアンが依拠した、同時方程式体系によるマクロ計量経済分析は、ルーカス・クリティークによって決定的な打撃を被った。根源的な変数以外は政策の変更によって影響を受ける以上、推定したパラメーターに基づく政策効果の予測はできないからである。そして、これに輪をかける批判がシムズによっても提起され、時系列分析に基礎を置く再帰ベクトル分析が提起された。しかし、これが極めて自明なトレンドの分析しかできないことが明らかになり、構造的再帰ベクトル分析が再提案されたが、これは結局、シムズ自らが批判する経済構造の先験的な定式化を必要とした。

　ルーカスによって根源的なパラメーターとされたのは選好と技術であった。だが、選好は消費者の経済行動の目的である効用に関わるものであるため、不変のものでなければならない。実物的景気循環論は、もう1つの根源的パラメーターである技術に外生的なショックを与えることで、これに最適な反応で対応する消費者自身が景気循環を引き起こすというものである。実物的景気循環モデルは最適成長モデルに生産性ショックを加えたものであるため、それは成長と循環とを１つのモデルで表現したものと言われた。しかし、そこでは循環は厚生上の問題を引き起こさず、したがって、その名前とは裏腹に循環がマクロ経済学にとって本質的な問題でないことを明らかにするものであった。
　フリードマンは人々の貨幣錯覚が自然失業率からの乖離を引き起こすと考えた。ルーカスは、貨幣的ショックが外生的に与えられない限り、自然失業率からの乖離が生じることはないと考えた。実物的景気循環論は、外生的な技術ショックによって自然失業率水準そのものが動くと考えた。ニューケインジアンは、最適化行動にも関わらず、「非自発的失業」を引き起こす賃金の硬直性がなぜ生じるかを説明しようとした。いずれにしても、合理的期待の下では、循環は生じないか、生じたとしても修正すべき問題ではないということである。アメリカ・ケインジアンのなかで生じた、循環から成長への回帰は、新古典派マクロ経済学の成立と展開というかたちで完成したのである。
　マネタリストⅡであるルーカスでも、ニューケインジアンであるローマーでも、現代マクロ経済学の中心的な研究テーマとなっているものの1つに内生的成長理論があり、そこでは期待形成の重要なファクターである時間選好率やリスク回避度が重要な役割を果たすのである。
　最後に、こうした概観から見通せる、現代マクロ経済理論の全体像についても若干の考察を行いたい。

1． ケインズ革命とは理論的に何であったか？

　ケインズの理論が後に革命と称されるような単独のものではなく、戦間期の景気循環と貨幣への関心の高まりを背景にしたものであったことは、現在はかなり解明されてきていると言ってよい。

　マクロ経済学を、一国を単位とした経済パフォーマンスの分析と定義するならば、限界革命以前の古典派はマクロ経済学の体系そのものであったと考えてよいだろう。そこでは階級間の分配関係の解明がとりわけ重要であったが、分配関係が経済成長の問題にどう関連しているかが事実上モデル化され、検討されていた。分配関係の解明は戦後のマクロ経済学においても、技術進歩とその中立性の関係というかたちで検討され続けたから、マクロ経済学の本来的な問題であるといってよい。ポストケインジアンにあっては、貯蓄率に影響を及ぼすという経路で分配関係が重視されてもいた。
　したがって、ケインズ革命に収斂するようにして、固有の意味でのマクロ経済学が成立する際には、古典派にはなかった関心の移動が起きていたはずである。それこそが成長から循環への問題関心の移動であったのである。
　ケインズはヴィクセルの影響を受けて均衡過程から乖離というかたちで、好景気から不景気に転ずる景気循環のメカニズムを解明しようとした。その際、ヴィクセルの累積過程の理論がインフレーションとデフレーションの転換という物価の変動に焦点を当てるものであったのに対して、産出量の変化に関心を集中させたという点に独自性がある。

　だが、こうした研究自体は決して孤立したものではなく、ケンブリッジにおける貨幣分析の流れを汲むものであると同時に、過少消費論者からの影響もあったものと推測される。さらに、同じような系統の研究としては、ハイエクやスウェーデン学派のそれもあった。
　したがって、ケインズが1936年の著書で与えた衝撃を説明するものは、そのレトリックや社会的背景を除けば、短期の分析に議論を集中させたということにあったと言えよう。このことは、成長の問題をひとまずマクロ経済学から排除し、循環とその局面転換に集中するということでもあった。これが固有の意味でのマクロ経済学をケインズ革命がもたらした理由であっただろう。

　とは言うものの、ケインズ自身は本来長期的な問題に強い関心を抱いていた。『確率論』では本来の問題関心を長期的な期待を人がどのように形成するかということに置き、いくつかの興味深い議論を展開している。ここでのケインズの議論は、後の合理的期待概念とケインズの期待形成理論との違いを明らかにする上でも重要なものである。
　しかしながら、確率研究の学徒の視点で最も基本的な問題はまた別の種類のものである。今日の標準的な倫理学説では、もっともそう呼べるものがあるとしてのことだが、二つの仮定が置かれている。まず、善の程度は数量的に測定可能であり、算術的な意味で加算が可能である。第2に、確率の程度もまた数量的に測定可能である。この理論の行き着くところ、私たちが二つの行動経路の間で決断を行う場合に集計に当たって足し合わせるものは、諸結果の｢数学的期待値｣であるということになる。｢数学的期待値｣は元々ギャンブルや偶然性のゲームの科学的な研究のなかから出てきた専門的表現であり、可能な利得とその確率との積を表している。したがって、いくつかの代替的な行動経路に関する私たちの選好の測度を得るためには、それぞれの帰結に付与される善にその適切な確率を掛け合わせた量からなる各項を、それぞれの行動経路ごとに合計しなければならない。

　ケインズは自らの期待形成理論の前提として、通常考えられている期待値の議論について述べる。そして、この数学的期待値に基づく期待形成には問題があるとするのである。それは、善の量と確率とが、ともに数値的に表現されることは疑わしいと考えるからだ。ケインズがここで善と呼んでいるのは効用のことと考えていい。ケインズは論理的な可能性を現実の曖昧さと整合させて考えるときに、しばしば、経済変数の値を数値化できないものとして表現する。この対応はケインズのマクロ経済理論についての認識を根本的に貫くものである。

　ケインズは、したがって、人間行動を決定する期待の形成のされ方として、数学的期待値のみによらない多元的な判断パターンを提起する。

　いずれにしても、結論として次のようなことが述べられよう。他の条件が等しければ、最もリスクが少なく、その帰結に最も完全な知識を有する行動経路が最も望ましい。だから、極端なケースでは、確率に加えて重みとリスクからなる係数が私たちの結論に相応しいものとなる。他のケースについても、それらの要因が影響を与えていると当然考えてよいが、その場合は、それらの影響の度合いを計算する一般原則が何もないことが困難となる。重みが大きくリスクがなければ、その行動はその分望ましいということになるが、望ましさがどれだけ増すかは測れないということだ。

　ここで導入されるケインズの｢慣習係数｣
は、事象の確率と重みの積を2倍して、1足す余事象の確率と1足す重みの積で割ったものである。式の意味は、確率が1で、確率への信頼度を表す重みも最高の1であれば係数も1になるということである。逆に両者、あるいは片方がゼロであれば係数はゼロになる。

　合理的期待において、効用の期待値は客観的に得られる確率と効用とを掛け合わせて得られるのに対して、ここでの係数には重みの要素が加えられている。
　ケインズのリスクは余事象の確率を期待値に掛け合わせたものである。この複雑な定義について、ケインズ自身は、期待値が善を期待して提供する「犠牲」
の大きさを表しており、それに余事象の確率を掛け合わせることで犠牲のうちどれだけが無駄になるかの期待値を表せるからだと述べている。期待値とリスクとを別途考慮する方法は、後にマーコヴィッツの平均・分散アプローチが導入したものであり、それはトービンによって貨幣需要理論へと利用された。そこでのリスクは標準偏差ないしは分散で測られるから、ケインズのリスクの定義とは異なっている。むしろ、ケインズの場合、リスクの問題は、「慣習係数」において確率と対等な重要性を持つ重みの要因として取り込まれていると考えられるのである。

しかし、ケインズは善に掛け合わされる係数のなかにリスク・ファクターを取り込んだために、人々のリスク回避態度を善の形状で表現できなくなっている。後には、効用関数が消費に対して凹関数になるというかたちで、人々のリスク回避度が表現されるようになる。ただし、効用関数がどのような形状であっても、確率が正規分布をすれば、平均・分散アプローチは期待効用の最大化と同じ結果を導くことが知られている。
このように、ケインズは既に初期の段階で合理的な期待形成を理論化しようとしていたが、その確率概念には先験的な論理確率の要素があり、理論的に矛盾を孕むものであった。この点を批判し、後に主観確率論を公理論的に展開するきっかけを作ったのは、ケインズに極めて近いところで研究活動を行っていたラムジーであった。ラムジーは人々の選択行動が、主観的な確率と効用を前提にしていると解釈できることを明らかにし、シカゴ大学のサヴェッジが主観確率論を展開する基礎を築いたのである。

ラムジー〔1928〕は、国民全体の効用関数を考えることで、現在、代表的個人モデルと呼ばれている定式化を行っている。現代マクロ経済学の始原において、既に代表的個人モデルが提起されていたことは注目に値する。始原にあってのケインズとラムジーのやり取りにおいて、期待と成長の問題群は出揃っていたのである。
さて、ラムジーは、将来の効用享受を割り引いて考えることは「倫理的に弁護できない、想像力の弱さに起因する習慣」
であるとして、論文の前半では割引のないモデルを立てたのであった。このため、資本蓄積の目標地点が定まらず、最適解は発散してしまう。そこでラムジーは国民の効用の飽和点である「至福」を定義し、それによって均衡成長経路で1人当たりの資本額が一定になる性質を確保するのである。時間選好を導入した論文後半では、時間選好率と資本の限界生産性が一致するように均衡成長経路における1人当たり資本額が定まるという通常の条件が導かれる。
定常状態での安定経路で成り立つ条件は、ケインズによって直観的にも導けることが指摘された。現代マクロ経済学の初期の関心事に間違いなく成長もあったことが、ラムジーのこの研究からも明らかであり、ケインズも最適成長理論成立の現場に極めて近いところで仕事をしていたのである。
2． 循環から成長へのゆっくりした揺り戻し
1936年の『一般理論』出版は、マクロ経済学の関心を長期の経路分析から短期の失業対策の問題へと大きく転換させるものであった。戦間期に既に、成長の問題から循環の問題へと関心の背景は移動していたが、ケインズの理論は短期分析を行うことでこれを決定的にしたのである。
ハロッド＝ヒックスによって開拓され彫琢されたIS－LM分析は、こうした短期分析の性質をよく掬い取るものとしてマクロ分析の中心的な位置を占めるようになった。また、このIS－LM分析をマクロ分析の中心として採用したサムエルソンらアメリカ・ケインジアンによって「新古典派総合」の概念が提起され、ミクロ経済学とマクロ経済学という現代経済学の構成が作り上げられていくことになる。ソローの批判によってサムエルソン自身は「新古典派総合」の用語を放棄したが、折衷的な体系は実質的には長く存続した。
もう1つのミクロ・マクロ総合の試みとして、ランゲの研究を引き継いだパティンキンによる不均衡理論がある。パティンキンは物価変化の粘着性と実質残高効果を組み合わせることで、ケインズ流の過少雇用状態が継続し、デフレーションの進行によって長期均衡を回復するという全体像を描いた。しかし、この方向性はサムエルソンらアメリカ・ケインジアンの採用するものとはならなかったのである。後に、物価変化の導入によってIS－LM分析が動学化され、最終的にはその放棄に繋がっていくことを考えるとこの拒絶は興味深いものと言える。
そもそも、IS－LM図を描けることの前提には、経済の実物的要因と貨幣的要因とが分離できるという理解があるが、この点は他の論者がアメリカ・ケインジアンを批判する際の中心的な論点であった。

フリードマンは、財政赤字を伴う財政支出の増加が民間の国債保有量を増やすために、貨幣需要が増加し、財政政策の効果をクラウドアウトすることを指摘した。また、ポストケインジアンのデヴィッドソンは、投資意欲の増大によってIS曲線が右にシフトしても、金融動機が働くために貨幣需要が増し、フリードマンと同じようなクラウディングアウトが発生してしまうことを指摘していた。このようにIS－LM分析は左右両側からの批判にさらされながらも、循環を中心とするマクロ分析の枠組みとして機能し続けたのである。

だが、IS－IM分析の普及と時期を同じくして、焦点を循環から成長へと差し戻す動きも並行して始まっていた。ハロッドはケインズ理論を長期化するという作業のなかで投資の二面性に着目し、景気変動理論の枠組みを作った。また、ドマーはハロッドの着想を明示化する仕事をアメリカで行い、ヒックス＝サムエルソンは、乗数理論と加速度原理を結合することで、初期条件から自生的に循環を作り出すモデルを構築した。

これらの作業では、循環と成長とが渾然一体となっているが、やがてソローが明確なかたちで成長のみを切り出したモデルを、アメリカ・ケインジアン内部に提起することになる。

ソローは1956年論文で新古典派成長理論を提起することになったが、当時、もっぱらの関心はドーフマン、サムエルソンとの共著を準備することにあった。この線形計画法についての共著は1958年に出版されることになる。
ソローはこの研究過程でフォン・ノイマンとラムジーの成長モデルに触れることになる。だが、それでもそれをケインジアンの展開のなかに取り込もうと思わなかったのは、循環こそがマクロ経済学の基本的主題と思っていたためであろう。そんなソローに成長モデルを構築させたのは、ハロッド＝ドマーの仕事であった。ソローは、彼らがマクロ経済学のなかに取り込んだケインズ理論の長期化の方向性が正しいならば、現実の経済はより不安定でなければならないと思ったのである。ソローにとっての経済像はトレンドに対応する安定した成長とそこからのわずかな乖離で説明できるものだったからだ。
ここでアメリカ・ケインジアンとポストケインジアンとの間でケインズ理論の長期化の意味が分岐していくことになる。ポストケインジアンでは、経済成長のプロセスは不均衡動学過程として描かれるものであるが、ソローにあっては、あくまでも成長トレンドからの乖離として循環が描かれなければならないということである。
こうして、循環を主とするアメリカ・ケインジアンのなかにもう1つのファクターとして成長が入り込んできたわけである。ただし、ソローたちにとってはあくまでもマクロ経済学が描くべきテーマは循環であり、成長はその背景に過ぎないものであった。あるいは、サムエルソンの「新古典派総合」概念を批判したソローは、独自のかたちで「新古典派総合」を成し遂げたと言ってもいいだろう。
ただ、そういう意味でソローの成長モデルは新古典派モデルではあるが、最適化の問題を外し、貯蓄率と人口成長率を外生とすることで成長経路を決定する点でミクロ的な基礎をあえて据えないものになっている。そもそも、ソローの成長理論への関心は、アーサー・ルイスを読むことによって喚起されたというが、その意味でソローにおいても分配と成長を主題にする古典派モデルが間接的な影響を与えていることになる。
60年代半ばには、クープマンス＝キャス＝宇澤が、ラムジーの最適成長モデルを再発見している。また、サムエルソンによるターンパイク理論も、最適成長経路への移行過程の詳細な分析であった。だが、当時、これらの研究は、現実の経済分析や政策評価に直接利用されたのではなく、あくまでも規範理論の立場に留まっていた。これは、マクロ経済学における効用最大化の問題の扱いという、いわゆるミクロ的基礎の議論が十分に熟していなかったこととともに、循環の問題こそがマクロ経済学の政策的課題であるという理解が強すぎたためであるだろう。
3． マクロ経済学への一般均衡論的アプローチ
　「新古典派総合」の体系をとりあえず作り出したミクロとマクロの折衷は、徐々に本格的な統合へと向けての試みを惹起することになった。この動きは一般均衡理論の枠組みのなかにケインズ理論を以下に本質的に統合していくかという問題を浮かび上がらせたし、その過程で期待とリスクの問題に再び焦点を当てるものだった。とりわけ後者の論点が浮上してきた背景には、かつてのランゲ＝パティンキンによるケインズ理論と一般均衡理論との和解の試みが比較静学的であったのに対し、今回のそれが動学的な要素を大いに孕んでいたことに由来している。
　後にアメリカ・ケインジアンの代表的存在としてフリードマンのマネタリズムと対決することになるトービンは、マクロの研究者としての初期の段階では成長理論をその主な研究対象にしていた。しかも、そこでは貨幣利子率の変化が投資に影響して成長経路を変化させる。それはソローの成長モデルに投資理論を取り込み、貯蓄率によって外生的に決まっていた成長経路の選択を内生化するものであった。すなわち、トービンは他のアメリカ・ケインジアンと異なり、短期分析を通じた循環の問題ではなく、長期的な成長経路の移動というかたちでケインズ理論を理解していたのである。

続いて、トービンは1960年代に入ると「貨幣理論への一般均衡論的アプローチ」と称する研究を開始する。これはマーコヴィッツの平均・分散アプローチを採用することで、ケインズの貨幣需要理論にミクロ的基礎を提供する営みでもあった。マーコヴィッツはフリードマンが審査を行った論文でシカゴ大学から博士号を授与された後、コールズ研究所やRANDを経て、トービンの招きでエール大学に移ってきており、当時、トービンとは物理的にも極めて近いところにいたのである。
トービンの貨幣需要理論では、経済主体は市場ポートフォリオと安全資産としての貨幣を併せて持つことで、リスクを考慮した効用の最大化を図る。この選択によって決まる投資の平均収益率が成長理論と組み合わされて経済の成長経路を決めるのである。
両者を媒介する役割を果たすファクターこそ「トービンのq」に他ならない。ｑ値は株主資本の市場価格と資本財の再取得費用の比率であり、これが1を超えると投資が促進されることになる。投資により資本ストックの速やかな調整が行われれば、q値は1となるがその場合、資本の限界生産性と市場利子率は一致している。

林は、q値について平均のqと限界のqを区別したが、この区別はケインズの「資本の限界効率」と「投資の限界効率」の違いに完全に対応している。限界のqは最適化を行った場合の資本ストックの潜在価格に等しいが、そうであるならば、なぜそれが一瞬でも1から乖離することが可能なのかが問題になる。q値が1を上回っていれば、資本ストックの速やかな調整が行われ、すぐに1に戻るはずだからである。
これは投資の調整費用の存在で説明される。資本ストックの調整を速やかに行おうとすればするほど、より大きな調整費用がかかるため、この差がそれぞれの時点でのq値の1からの乖離をもたらすのである。そして、この投資の調整費用は、最適成長モデルでの、投資のための現在消費の犠牲に対応している。経済が最適成長経路から外れている場合、徐々に時間をかけながら、そこへと到達していくのである。
ルーカスもまた、研究者としての歩みを新古典派投資理論の研究から始めた。1960年代半ばにカーネギー工科大学での同僚だったミュースから合理的期待の概念を学んだルーカスは、その研究を「合理的期待を伴う最適投資」と題した1966年のワーキング・ペーパーに初めて書いたのである。さらに、1971年の「不確実性下の投資」では、プレスコットと共同で調整費用を伴う新古典派投資理論を定式化している。

このように、ルーカスは、不確実性下でいかに投資決定が行われ、最適な成長経路に到達するかにその研究の端緒を置いていたことになる。新古典派マクロ経済学は循環の議論をその主な争点として、アメリカ・ケインジアンの前に現れたように思われているが、実際には成長の問題への回帰を完成させる流れのなかに位置するのであり、その本格的な歩みはケインジアンであるトービンの研究から始まっていたのであった。
ルーカスの1972年論文は合理的期待革命の開始を告げるものとなったが、それまで成長の問題に適用されていた合理的期待を、マネタリスト対ケインジアンの構図の中心であった循環の問題に応用したものであった。長期的な成長問題で現実性を持つ合理的期待が、短期の景気循環の問題に応用されたのだから、その帰結はショッキングなものであり、反響は大きかった。ルーカスは、貨幣的要因と実物的要因とが区別できない状況をモデルのなかに設定し、この混乱が景気の変動をもたらすことを示した。また、合理的期待学派は、貨幣管理が適切に行われるならば景気循環も発生しないとして、循環とそれへの政策的対応が不要であるという命題で世間をあっと言わせたのであった。
マネタリストもルールの重視と成長貨幣のみの供給という視点によって、政策レベルの循環から成長への変化を促していたと考えることができる。しかし、フリードマンらがケインジアンとの戦いの舞台に選んだのは、主にIS－LM分析であったし、せいぜいフィリップス・カーブに表現される短期動学であった。これに対し、ルーカスの合理的期待革命は、経済主体の合理的期待形成を前提にする限り、短期固有の経済問題は存在しないということをインプリシットに示したものであり、循環から成長への視点の転換の本格的な開始を告げるものと言えるのである。

4． 計量経済学での論争と新古典派マクロ経済学への道

IS－LM分析に依存して循環重視のマクロ経済学を展開してきたアメリカ・ケインジアンにとって、1960年代後半からのインフレーションはその存在意義を問うものであった。アメリカ・ケインジアンたちはコールズ研究所で開発されたマクロ計量経済学の構造方程式推計によって、現実の経済データを使った政策効果分析をしており、構造方程式を構築するためには識別条件を満たすようなパラメーターの選別が不可避であったからである。
アメリカ・ケインジアンは、オークンの法則を媒介として、IS－LMモデルにフィリップス・カーブを接合することで、インフレーションという短期動学的な事態を説明する総合モデルをどうにか構築した。そして、この総合モデルを使うことでパラメーター推定を行い、政策提言を継続しようとしたのである。
だが、フィリップス・カーブの右上方への移動を意味するスタグフレーションが始まったことで、フィリップス・カーブが必ずしも安定な構造方程式を提供しないことが明らかになってしまった。フリードマンは長期フィリップス・カーブと自然失業率の概念を提起することで、政策そのものが人々の期待変化を通じて経済構造に影響を与えてしまうメカニズムを指摘したのである。

このように、構造方程式のパラメーター推計の方法が、論理的な難点を含むことをより一般的に指摘したのは、ここでもマネタリストⅡのルーカスであった。ルーカスは1976年に発表した、いわゆるルーカス・クリティークによって、ケインジアンの全面的に依拠する構造方程式推計への信頼を破壊したのである。
ケインジアンの構造方程式のなかのパラメーターには、政策の変化が人々の期待や判断に影響を与えることで、政策実行の前後で大きく変わってしまうものが多数含まれている。しかし、従来の方法では、まずデータに基づいてそれらのパラメーターの数値を推計し、その数値を定数と扱った上で変数部分に政策に基づく値を代入して、従属変数の予測値を算出するという手続きをとっている。これでは、パラメーター自体の変化を政策評価に取り込むことができず、間違った判断をしてしまうではないか、というわけである。

この隘路から脱却する方法としてルーカスが提唱するのが、根源的なパラメーターを探し出すことである。この選択の結果、浮かび上がってきたのが選好と技術という2つの根源的要素であった。

選好の状態は効用関数によって表現されることになる。効用関数は消費の関数であるが、その形状を決定するのはリスク回避度と時間選好率である。ここで生じざるを得ない疑問は、こうした選好のファクターは政策によって本当に影響を受けないのかどうかということだ。たとえば、政府が長期的な政策を提示した場合、人々は異時点間の労働配分を変化させそうであるが、これは選好のファクターを変化させることになるのではないだろうか。
また、技術は通時的な効用最大化の制約条件となる生産関数で表現される。ここでも、物理的な技術は政策変化の影響を受けないだろうが、資本と労働の結合の仕方とか人々の働き方は政策に左右される面がありそうだ、という疑問が浮かぶのである。
こうした疑問は、クリストファー・シムズによる、構造方程式をまったく用いず、したがって、経済理論を必要としない計量経済学の提唱に繋がっていった。時系列分析をその基本的な手法とする再帰ベクトル分析では、今期の経済変数が前期以前のその変数自体から説明される。たとえば、今期の国民所得が、前期の国民所得、前々期の国民所得などによって決定されているとするのである。VARと呼ばれるこの手法は、シムズの盟友でもあり、ルーカスとともに合理的期待革命を推進したサージェントによっても採用された。このように、VARはルーカス・クリティークの影響の1つとして考えることができそうである。
だが、再帰ベクトル分析が言っていることは、たとえば国民所得は、基本的にはトレンドに基づいて安定した成長を続けており、循環は確率的な変動を示す攪乱項ですべて説明できるということである。このあまりに自明な性質が明らかになるにつれて、ある変数に影響を与える他の変数を複数選択する構造的再帰ベクトル分析が再提起されることになった。しかし、ここで関連する変数を選択するには何らかの理論的なイメージが必要であり、シムズが批判したパラメーターと構造を特定することの恣意性という、敵と同じ弱点を含むことになってしまう。こうして、VARへの熱狂は徐々にさめていくことになった。

ただし、ここでの論点に関連して、ルーカス・クリティークから再帰ベクトル分析の流れを評価するならば、マクロ経済学の中心的視点が循環から成長へと移行していく過程を、計量経済学の側面から促進したということにあるだろう。構造方程式推計での方程式にも攪乱項は含まれる。しかし、それらは構造モデルでは表現できないマイナーな要因の影響を表しているだけのものだった。そこで重要なのは、変数の水準であり、その水準の変化が、各年の経済の変動ないし循環を示すものであったのである。
これに対して、再帰ベクトル分析から攪乱項を除けば、単なる成長トレンドが残るだけであることから分かるように、こちらでは攪乱項は本質的な役割を果たしている。もっとも、本質的な役割といえるのは、攪乱項で表される、トレンドからの乖離、すなわち循環をマクロ経済学にとって重要なものと考える限りであるが。

いずれにしても、マクロ計量経済学では、循環はかつて変数の水準で表されるものであったのだが、ルーカス・クリティーク以降は確率的な攪乱で表現されるものになったのである。
5． 新古典派の分岐と成長モデルへの収斂

計量経済学において、循環の要因が攪乱項に帰されることになると、逆に、それがマクロ経済理論に反映して、循環を確率的ショックによって説明するモデルが構築されることは容易に想像できる。それがキドランド＝プレスコットが1982年に発表した実物的景気循環論であった。

実物的景気循環論は名前から循環のモデルと理解されているが、その理論的な構造は最適成長理論そのものである。また、同理論が成長と循環とを1つのモデルで表現したものと評価されることもあるが、実際には両者の扱いには大きな隔たりがある。成長については、与えられた効用関数を生産関数の制約の下で最大化することによる最適成長経路がトレンドとして与えられるが、循環は「生産性ショック」と呼ばれる生産量の確率的変動が引き起こすものとして副次的な役割を与えられているのである。
確率的ショックは、そのショックを受け止めて行われる消費者の異時点間選択の変化と、資本財の建設期間とによって体系のなかで複数期間に渡るトレンドからの乖離を引き起こす。だが、乖離のすべての局面で最適な選択が成り立っているため、循環から厚生上の損失が生じることはないのである。

これらのことから、実物的景気循環論は、循環のモデルというより、最適成長モデルに循環の問題を取り込もうという試みであり、循環が成長に従属する問題であることを示す記念碑的理論であると理解される。さらに、合理的期待革命は、短期の変動に固有の政策的課題がないことを主張したが、実物的景気循環理論は、たとえ循環を抑え込むことに政策が成功したとしても、それはむしろ有害なことであると主張する。マクロ的な政策に役割があるとするならば、成長のトレンドを選択することであって、トレンドからのわずかな乖離に頓着すべきではないのである。
実物的景気循環論者が、成長よりも循環を重視する姿勢は、彼らがマクロ計量経済学の方法として導入したカリブレーションの方法からも窺うことができる。カリブレーションでは、まず成長に関わるパラメーターは、経済成長に関するいわゆる定型的な事実から来る値を用いて決めてしまう。そして、残りの循環を引き起こすパラメーターについては、適当な値を入れて数値シミュレーションを行った上で、出てきた従属変数の値を現実の数値と比較し、似ているかどうかを判断する。似ていない場合には、パラメーターの値を変更して再度シミュレーションを繰り返す。こうして、砲身の照準を合わせていくような業を繰り返すことから照準合わせを意味するカリブレーションの名称が使われるのである。

実物的景気循環論は、こうして、ルーカスが指摘した2つの根源的要素のうち、技術の側面が確率的攪乱を孕むものであるとすることで、循環を成長に従属させた。だが、どうして選好の確率的攪乱ではなかったのか。これにはいくつかの理由が考えられると思う。
まず、選好のパラメーターとして効用関数に関連しているのは時間選好率とリスク回避度だが、これらは人々のパースペクティブやリスクへの対応が変化するというかたちで、成長経路の移動を明らかに作り出す。ただ、それらの要因はリスク・ファクターが貨幣需要に変化を与え、経済の変動をもたらすというストーリーでならば、ケインズやポストケインジアンによって採用されてきた変動要因に近いものという解釈になる。もちろん、そこでは確率的変動ということではなく、貨幣市場の状況や金融政策によって経済の水準そのものが変化していたのではあったが。
また、選好のパラメーターは目的関数を形作る効用関数の形状そのものを決めるために、そこに攪乱的要素を入れることは経済変動を作り出す手法としてはあまりに自明なものである。制約条件の変化が最適化行動を通じて経済全体に伝播されるという方が、より現実に近い、ある程度の複雑さを持ちうると理解されたと言えよう。さらに、ラムジー以来の最適成長理論の伝統の下では、代表的個人による効用の最大化という仮定が置かれることも大きいと思う。代表的個人の効用享受能力にブレがないということも、基本的な信念として強く影響したと考えられる。
このことは、ニューケインジアンが、複数の成長経路での移行の可能性を扱うとき、ポストケインジアンのように人々の行動や最適化能力に制約を置くのではなく、メニューコストの存在など、効用享受にとって外的な制約を加えて、そこでの合理的行動を考えようとするのと軌を一にしている。同様の信念がニューケインジアンを支配しているのである。
こうした理由で、2つの根源的パラメーターのうち、技術の側に確率的変動が導入されたと思われるのだが、そのことは新古典派マクロ経済学内部の分岐に繋がっていった。ルーカスは、実物的景気循環理論を、成長トレンドの分析の下に循環を統合した点で評価しつつも、循環があくまでも貨幣的ショックによって引き起こされるものであるという理解を根拠にその方向性を批判する。ルーカスにとっては、経済にとって本質的でなく、きちんとした管理によって追放できる貨幣的ショックに循環の問題を閉じ込めたはずなのに、それが実物経済に内在的な技術ファクターからの攪乱として蘇ることが許容できなかったのである。
ルーカス自身は、マクロ経済学の循環から成長への回帰の歩みをさらに進めて、80年代末以降、成長理論の分野に研究を移行させることになった。そして、その歩みは、ニューケインジアンと呼ばれるグループと重なっていくことになる。すなわち、選好の要因が規定する成長経路の選択の問題である。いわゆる内生的成長理論であるが、合理的期待形成学派のルーカスもニューケインジアンのローマーも、用語やモデルの詳細は異なっても基本的に同一の特徴を持つモデルを構築している。そして、それは、ケインズのマクロ理論の始原に、ラムジーの最適成長理論というかたちで存在していた成長重視の視点をさらに追い越して、古典派的な資本蓄積一本立ての議論に限りなく近づいている。
内生的成長理論にあっては、生産要素は労働と資本の二本立てではない。唯一資本のみが生産要素である。これは労働の雇用にかかる資金を流動資本や労働者の生存基金というかたちで資本の一部と見做した古典派の体系と結果的に同一の理解であり、資本の資本による再生産という経済像になっている。
ただし、資本は、古典派とは多少違う意味で2種類あり、物的資本と人的資本とに分けられる。人的資本は労働者の人数と各労働者の知的資本とを掛け合わせたものである。物的資本と人的資本は完全に代替的であるから、均衡成長経路において両者の限界生産力は等しくならなければならない。もし片方のそれが大きければ、もう片方を限界生産力が大きいほうの資本で代替した方が、生産が増えるからである。このことから、均衡成長系路上で両資本の比率は一定に保たれることが分かる。
新古典派成長理論では、知的資本をモデルに取り込んでいなかったため、生産要素の1つである労働の増加率は外生的に与えられていた。内生的成長理論で知的資本の蓄積と解釈されることになる要因は、ハロッド中立的な技術進歩として、やはりその進歩率を外生的に決まるものと考えていたのである。だが、内生的成長理論では、労働者人口の増加率がどのようなものであろうとも、人的資本と物的資本の比率を一定に保つように知的資本の蓄積が行われる。
この結果は、経済成長率がそれらの外生的な率にまったく依存しなくなるということである。ソローの新古典派成長理論でも、最適成長理論でも均衡成長経路上では、国民所得、消費、資本がともに労働人口成長率と技術進歩率とを合わせた率で成長していた。技術進歩率という概念はなくなるからよいとして、内生的成長理論では労働人口成長率も何の役割も果たさなくなる。

代わって重要になってくるのは選好の諸ファクターである。内生的成長理論では、国民所得、消費、資本がいずれも、資本利子率から時間選好率を引き、リスク回避度で除した率に従って、成長していくのである。資本利子率は、経済全体の構造を決める資本係数の逆数として与件とされる。時間選好率とリスク回避度は効用関数に関わるパラメーターとして与えられるが、それらが高い国では成長スピードが小さく、低い国では大きいことが導かれる。
既にこれらの選好のファクターは最適成長モデルの効用関数には現れていた。それにも関わらず、両者の間でこのように驚くほどの違いが見られるのは、内生的成長理論では2種類の資本がどちらも蓄積可能であるのに対して、最適成長モデルでは生産関数が物的資本と労働との間の代替を指し示していて、資本労働比率が一定になるように最適成長経路が定まるからである。このため、投資と消費の配分を効用関数に基づいて最適化した上で、それが労働人口成長率と技術進歩率の和に等しくなるように調整されなければならない。そして、そうなるように資本利子率が定められる。
これに対して、内生的成長理論では外的な資本蓄積の制約は一切なくなり、投資と消費の配分が効用関数に基づいて定められればそれがすべてである。このため、逆に資本利子率を定めていた制約もなくなるため、その値を国民所得と総資本の比率として最初から与えておかなければならないのである。
古典派のマクロ経済モデルでは、人的資本の発想はなかったが、生存賃金を基本とした人口法則によって成長率と蓄積率とが等しくなるような構造が作られていた。内生的成長理論でこの人口法則に該当するものは、知的資本の生産関数である。

もっとも単純な内生的成長理論では、最適成長理論のように均衡成長経路への移行過程が問題にできない。だが、知的資本の生産関数を導入することによって、モデルは物的な財と知的資本という2部門モデルとなり、均衡成長経路への移行も問題にできるようになるのである。そもそも、最適成長モデルが移行過程を分析できていたのは、物的財と労働との2部門モデルだったからに他ならない。

このように、新古典派マクロ経済学の展開の過程そのものが、現代マクロ経済学が循環を主題とするものから成長を主題とするものへと円環を描いて回帰していくプロセスを完成するものであると見てよい。
終わりに

　従来、現代マクロ経済学の歴史は学派ないしはパラダイム間の超克の歴史であると理解されてきた。したがって、多くのマクロ経済学史はこの歴史を、学派間の違いを定式化することで描こうとしてきたのである。
　しかし、現代マクロ経済学を形成するきっかけになったとされるケインズ革命が、歴史研究の深まりのなかで相対化されるとともに、ケインズ理論が突出したものではないことが明らかになってきた。また、ケインズ革命とそれに対する反革命という通説的なマクロ経済学史理解では、アメリカ・ケインジアンのなかの異質性や、新古典派マクロ経済学のなかの分岐の様相が十分に認識できない。
　本動向では、ケインジアン対新古典派等の諸学派対立の歴史としてマクロ経済学を見るのではなく、ケインズ革命が引き起こした関心のズレを古典派以来の方向へと長い時間をかけて回帰するという歴史として見ることによって、現代マクロ経済学史に通説とは異なる解釈を与えることを試みた。それによって、自明と思われ、学史研究の余地が少ないと思われていた部分にも多くの解明されるべき論点が残されていることが明らかになったであろう。
　本動向で扱ったのは、定常解の近傍で体系を線形近似してその安定性を議論するタイプのマクロ経済学の歴史である。それが従来のマクロ経済学であり、マクロ経済理論の主流であったことは間違いないから、「ケインズ以降のマクロ経済学史」の叙述としては的外れなことはしていないだろうと信じている。

しかし、コンピューター・シミュレーションの手法が容易に利用可能となるなかで、複雑さを複雑なままで取り扱う研究も可能となっている。すなわち、強い非線形性を持つ体系の分析がこれであり、大域的に分析することで最適成長モデルも内生的成長モデルも景気循環を引き起こすケースがあることが知られている。
こうした動きは、ケインズ革命によって成長から循環へと引きずられたマクロ経済分析が、20世紀最後に成長へと回帰した歴史を、再び逆転することに繋がるのだろうか。これはもはや歴史家の課題ではない。
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� 確かに、サムエルソン＝ヒックスの景気循環モデルには貨幣というファクターは登場しない。しかし、そこでは乗数理論と並んで、加速度原理の存在が循環を起こすにあたって決定的な役割を担っており、過度の投資を促し最適化を阻害する要因が働いている。


� この点はパティンキンによってケインズが他と異なる点として強調された。


� ケインズ〔1921〕、311ページ。


� したがって、ケインズにとって数理モデルの利用は、いわばメタファーとしてのそれであって、モデルの数値的な操作可能性についてケインズは常に懐疑的な姿勢を崩そうとはしなかった。計量経済モデルにおけるケインズのティンバーゲン批判も基本的にこの観点から整理されるべきであろう。


� ケインズ〔1921〕、315ページ。


� 同上。


� 同上。


� 同上。


� Snowdon=Vane[1999], pp.273-4.


� ともにマクロ経済学への一般均衡論的アプローチを徹底しようとしたトービンとルーカスとの本質的な違いは、経済の貨幣的側面と実物的側面の差異を本質的なものと考えるかどうかにあると言ってよい。トービンが貨幣的、あるいは金融的要因が実物的要因に対して独立性を保ち、成長経路に影響を与えるとしたのに対して、ルーカスは最終的には貨幣的要因は実物的要因に従属的であるとしたのである。さらに、実物的景気循環論になると、貨幣的要因は循環にとっても成長にとっても、本質的な重要性をまったく持たなくなる。


� ルーカスは、物的財が物的資本と人的資本の両方を用いて生産される一方で、人的資本は人的資本によってのみ生産されるというモデルを用いている。前者の物的財は消費財と資本財として用いられる。後者の意味は人的資本の生産は家庭等での教育に他ならないということである。さらにルーカスは、人的資本の蓄積が外部効果を生み、費用をかけずに生産を増大するというモデルも扱っている。これらの点で、ルーカスはマクロ経済学における人的資本に関する宇澤の業績を現代的に発展させていると理解できる。
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